
貸事務所業における 
ベンチマーク制度の検討状況 

２０１７年１月２５日 
一般社団法人日本ビルヂング協会連合会 
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（一社）日本ビルヂング協会連合会の概要 

■会員の規模（２０１６年４月１日現在） 
 会 員 数 ：１，３０３社 
 延床面積：２，８６５万㎡  
 
■傘下の地方協会 （１９協会） 
  北海道、仙台、新潟、埼玉、千葉、東京、神奈川、名古屋、岐阜、富山、金沢、京都、 
  大阪、兵庫、奈良、岡山、中国、四国、九州  
 
■設立等の経緯 
 昭和 ５年 ２月   東京の大手ビル事業者１３社により、「ビル懇話会」が発足 
 昭和１６年 ４月  各地区協会を結びつけ、全国的に活動するため、 (社)日本ビルヂング協会が発足 
 昭和４０年１０月   (社)日本ビルヂング協会連合会に改称 
   平成２５年 ４月  公益法人制度改革に基づき「（一社）日本ビルヂング協会連合会」に移行 
              現在に至る 
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オフィスビル経営者による全国団体であり、７０年以上の歴史 



当連合会の業界カバー率 

会員 
２５％ 

非会員 
７５％ 

会員 
３９％ 

非会員 
６１％ 

オフィスビル延床面積の比率 省エネ法報告対象者のエネルギー使用量比率 

会員は業界大手をほとんど網羅しているが、延床面積比で２５％、省エネ法の
報告対象事業者におけるエネルギー比で３９％のカバー率に留まっている 

（注）全国オフィスビルの総面積は、（一財）日本不動産研究
所の「全国オフィスビル調査 ２０１６年１月現在」による （注）省エネ法で貸事務所業（6911）で報告した分による 
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建築物の省エネ施策の展開と当連合会の取り組み 
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当連合会の 
取り組み 

２００８年 ２０１０年 ２０１５年 
ビルエネルギー運
用管理ガイドライン 

低炭素社会実行計
画 

エネルギー数値目
標設定 

国土交通省の資料をもとに当連合会で作成 

会員あて省エネ対
策を具体的に要請 

１９７９年 



オフィスビルのエネルギー消費は、約85％が空調及び照明・コンセント 

省エネルギーセンター資料を基に当連合会が作成 5 

空調設備 
熱源・搬送 
４３％ 

照明・コンセント 
４２％ 

動力 
９％ 

給湯
１％ 

その他
５％ 



オフィスビルのエネルギー消費の約８４％が電力消費 
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当連合会会員あて調査結果による 

電力 
８４％ 

都市ガス 
  ８％ 

地域熱源        
６％ 

Ａ重油       
２％ 



オフィスビルのエネルギー消費は、約６２％がテナント分 

共用部 
３８．５％ 専用部 

６１．５％ 
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当連合会会員あて調査結果による 
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テナント業種によりエネルギー使用量に差が生じる 

丸の内地区の同一ビルにおけるテナント間の原単位比較 
（三菱地所㈱の調査より） 

環境性能に優れた自動車でも、ドライ
バーがヘビーユーザーか否かでガソリ
ン使用量（エネルギー使用実績）が大き
く異なる 

省エネ性能に優れたオフィスビルでも、エネルギー多消費
型（２４時間営業、サーバの重装備など）のテナントが多く
入居すれば、ビル全体のエネルギー使用量も多くなる 

オフィスビルのエネルギー使用量はテナントの営業活動に左右される 
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オフィスビルのエネルギー消費は、空間構成や用途などで大きく変化 

9 

例１ エントランスの大規模空間 例２ 大規模な会議室エリア 



ビル所有者や管理者の省エネ努力が正しく反映されるよう 
省エネポテンシャル推計ツールによる評価手法を検討中 
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多様なテナントが多数入居しているビルが多く、省エネポテンシャル推計ツー
ルの入力作業負荷が高くなるため、ツールの改善を検討してきたところ 
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２０１６年に東京・大阪・名古屋の対象事業者向け制度説明会実施 
参加者あて省エネポテンシャル推計ツール試使用版の感想をアンケート 
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試使用者アンケートに基づき、ツールのさらなる改善を検討 

アンケートで指摘された主な課題 
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今後の進め方 
１．入力作業負荷が実用的になるよう軽減すべく、省エネポテンシャル推計ツールの改善 
  を検討中 
  （１）２０１６年１２月にアンケートに対応したツール改善案の提示 
    ①結果に影響が少ない入力項目の固定値化 
     ②情報取得が困難であるテナント情報入力の省力化 など 
     ③改善の結果、例えば、経済産業省本館（部門数４８）の場合、入力時間１２時間→５．６時間（▲５４％） 
  （２）その上で、作業負荷の大きいテナント情報入力のさらなる軽減が残された課題 
  （３）区分所有ビルの評価方法も課題 
  
２．上記課題に対応したツール改修版をもって会員による再検証を実施予定 
 
３．並行して、制度が実施された場合の会員に対する入力支援方法を検討する 
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